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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第94期

第２四半期
連結累計期間

第95期
第２四半期
連結累計期間

第94期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (千円) 4,676,792 3,334,674 9,046,377

経常利益又は経常損失(△) (千円) 237,132 △320,607 236,872

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(千円) 149,448 △497,592 158,441

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 76,234 △414,242 △178,130

純資産額 (千円) 7,470,238 6,756,605 7,215,744

総資産額 (千円) 16,889,860 16,220,864 17,072,057

１株当たり四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(円) 50.28 △167.42 53.31

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 44.2 41.7 42.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 285,225 503,406 579,647

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △912,235 △780,998 △1,071,583

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 221,949 457,884 69,712

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,273,557 1,439,127 1,258,287
 

 

回次
第94期

第２四半期
連結会計期間

第95期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) 13.00 △133.64
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第94期第２四半期連結累計期間、第95期第２四半期連結累計期間及び第94期の潜在株式調整後１株当たり四

半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

(資産)

資産は前連結会計年度末に比べ851百万円減少し16,220百万円となりました。このうち流動資産は538百万円の減

少、固定資産は312百万円の減少となりました。

流動資産の変動の主な要因は、現金及び預金が180百万円増加し、受取手形及び売掛金が643百万円減少したこと

であります。

固定資産のうち、有形固定資産は259百万円減少しました。変動の主な要因は、減価償却費の計上による減少489

百万円、設備投資の実施による増加231百万円であります。投資その他の資産は76百万円減少しました。変動の主な

要因は、繰延税金資産が195百万円減少した一方で、投資有価証券の評価額が株価の上昇を受け127百万円増加した

ことであります。

(負債)

負債は前連結会計年度末に比べ392百万円減少し、9,464百万円となりました。このうち流動負債は379百万円の減

少、固定負債は12百万円の減少となりました。

流動負債の変動の主な要因は、短期借入金が524百万円増加し、支払手形及び買掛金が155百万円、電子記録債務

が206百万円、その他のうち設備関係電子記録債務が361百万円減少したことであります。

固定負債の変動の主な要因は、長期借入金が52百万円増加し、退職給付に係る負債が43百万円減少したことであ

ります。

(純資産)

純資産は前連結会計年度末に比べ459百万円減少し、6,756百万円となりました。このうち株主資本は、配当の実

施や、親会社株主に帰属する四半期純損失が497百万円であったこと等により542百万円減少し、6,593百万円となり

ました。また、株式の時価評価等によりその他の包括利益累計額は83百万円増加し、163百万円となりました。

 
なお当社は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により経済情勢が大きく変化する中、機動的かつ安定的な資

金調達手段を確保すべく、主要取引銀行と20億円のコミットメントライン契約を締結いたしました。なお、既存の

契約と合計したコミットメントライン契約の総額は40億円であります。

 

②経営成績の状況

(売上高)

当第２四半期連結累計期間における売上高は、前年同期比28.7％減の3,334百万円となりました。このうち国内販

売は前年同期比35.0％減の1,797百万円となり、輸出は同19.6％減の1,536百万円となりました。輸出の地域別で

は、北米向けが前年同期比18.6％減の337百万円、欧州向けが同22.4％減の395百万円、アジア向けが同18.4％減の

784百万円、その他地域向けが同21.4％減の18百万円となり、この結果、連結売上高に占める輸出の割合は、前年同

期に比べ5.2ポイント増加し46.1％となりました。

製品別では、焼肌チップが前年同期比43.9％減の279百万円、切削工具が同27.0％減の2,594百万円、耐摩耗工具

が同36.6％減の391百万円となりました。

新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大により、当社グループにおける事業環境は厳しさを増しつつあり

ます。しかしながら引続き得意商品の絞込みを徹底して行うとともに、営業・技術・製造が一体となった受注生産

体制の確立を推進してまいります。
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(売上原価、販売費及び一般管理費)

売上原価率は売上高が減少したことから前年同期に比べ8.1ポイント悪化し、74.5％となりました。

販売費及び一般管理費は前年同期比12.3％減の1,160百万円となりました。主な変動要因は、広告宣伝費、旅費交

通費の減少であります。

(営業損益)

売上高の減少、売上原価率の悪化により、連結営業損失は311百万円（前年同期は連結営業利益247百万円）とな

りました。売上高営業利益率は△9.3％となり、当社グループが目標としております10％以上には未達となっており

ます。

(営業外損益)

為替差損益が差益に転じたことを主要因として、営業外収益は前年同期比23.0％増の57百万円となりました。支

払利息、支払手数料の増加等により、営業外費用は前年同期比17.0％増の67百万円となりました。

(経常損益)

営業利益が減少したことにより、経常損失は320百万円（前年同期は経常利益237百万円）となりました。

(親会社株主に帰属する四半期純損益)

経常利益が減少したことや繰延税金資産を取り崩したこと等により、親会社株主に帰属する四半期純損失は497百

万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益149百万円）となりました。

 

(2)　キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により獲得した資金は503百万円でありました(前第２四半期連結累計期間は285百万円の獲得)。資金獲

得の主な要因は、減価償却費499百万円、売上債権の減少647百万円であり、資金使用の主な要因は、税金等調整前

四半期純損失319百万円、仕入債務の減少374百万円であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により流出した資金は780百万円でありました(前第２四半期連結累計期間は912百万円の流出)。主な要

因は設備投資による支出719百万円であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により獲得した資金は457百万円でありました(前第２四半期連結累計期間は221百万円の獲得)。主な要

因は借入金の返済による支出2,772百万円に対し借入による収入が3,350百万円であったことであります。

以上の結果、現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高は前連結会計年度末と比べ、180百万円増加

し、1,439百万円となりました。

 

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要

な変更及び新たな発生はありません。

当第２四半期連結累計期間において当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に

重要な変更はありません。また、当第２四半期連結累計期間において新たに定めた基本方針はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は175百万円であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2020年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,992,999 2,992,999
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数　100株

計 2,992,999 2,992,999 ― ―
 

(注)　発行済株式数には現物出資による発行株式4,000株(2,000千円)が含まれております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年９月30日 ― 2,992,999 ― 3,099,194 ― 1,689,280
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(5) 【大株主の状況】

2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

ダイジェット取引先持株会
大阪市平野区加美東２丁目１番18号
ダイジェット工業株式会社総務部内

188 6.35

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５番５号 147 4.97

生悦住　　　望 大阪市阿倍野区 133 4.49

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目１１番３号 128 4.31

ダイジェット持株会
大阪市平野区加美東２丁目１番18号
ダイジェット工業株式会社総務部内

127 4.31

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 124 4.19

シルバーロイ株式会社 兵庫県神崎郡福崎町南田原2035番地 90 3.03

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内２丁目１番１号 85 2.88

共栄火災海上保険株式会社 東京都港区新橋１丁目18番６号 82 2.79

ダイジェット共栄会
大阪市平野区加美東２丁目１番18号
ダイジェット工業株式会社総務部内

72 2.44

計 ― 1,176 39.76
 

(注)　ダイジェット取引先持株会は当社の仕入先により、ダイジェット持株会は当社の得意先により、ダイジェット

共栄会は当社の特約店により構成されております。

 

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 20,900
 

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,560 同上
2,956,000

単元未満株式 普通株式 16,099
 

― 同上

発行済株式総数 2,992,999 ― ―

総株主の議決権 ― 29,560 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式61株が含まれております。
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② 【自己株式等】

  2020年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ダイジェット工業株式会社

大阪市平野区加美東
二丁目１番18号

20,900 ― 20,900 0.70

計 ― 20,900 ― 20,900 0.70
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2020年７月１日から2020年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、清友監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,258,287 1,439,127

  受取手形及び売掛金 2,061,734 1,418,589

  商品及び製品 2,192,593 2,342,624

  仕掛品 1,354,340 1,313,131

  原材料及び貯蔵品 919,672 730,220

  その他 190,682 192,329

  貸倒引当金 △9,546 △7,063

  流動資産合計 7,967,764 7,428,959

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,698,609 1,802,404

   機械装置及び運搬具（純額） 2,983,355 2,861,702

   土地 975,530 975,530

   リース資産（純額） 1,187,491 1,172,892

   その他（純額） 429,076 202,138

   有形固定資産合計 7,274,063 7,014,668

  無形固定資産 105,733 129,532

  投資その他の資産   

   投資有価証券 910,524 1,038,384

   関係会社出資金 231,966 219,093

   差入保証金 52,851 52,398

   保険積立金 320,788 327,771

   繰延税金資産 222,611 26,928

   その他 13,354 10,727

   貸倒引当金 △27,600 △27,600

   投資その他の資産合計 1,724,496 1,647,704

  固定資産合計 9,104,293 8,791,905

 資産合計 17,072,057 16,220,864
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 430,253 274,411

  電子記録債務 574,071 367,453

  短期借入金 2,180,076 2,705,072

  未払法人税等 29,297 24,228

  賞与引当金 177,228 183,113

  未払費用 54,431 64,528

  その他 1,017,264 464,282

  流動負債合計 4,462,623 4,083,089

 固定負債   

  長期借入金 2,759,859 2,812,326

  リース債務 1,141,064 1,120,083

  資産除去債務 17,560 17,560

  長期未払金 367,439 367,409

  退職給付に係る負債 1,107,765 1,063,792

  固定負債合計 5,393,689 5,381,170

 負債合計 9,856,312 9,464,259

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,099,194 3,099,194

  資本剰余金 1,703,329 1,703,329

  利益剰余金 2,378,981 1,836,805

  自己株式 △45,980 △46,293

  株主資本合計 7,135,524 6,593,035

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 120,372 207,932

  為替換算調整勘定 24,485 10,503

  退職給付に係る調整累計額 △64,637 △54,866

  その他の包括利益累計額合計 80,220 163,570

 純資産合計 7,215,744 6,756,605

負債純資産合計 17,072,057 16,220,864
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

売上高 4,676,792 3,334,674

売上原価 3,106,861 2,485,611

売上総利益 1,569,931 849,063

販売費及び一般管理費 ※１  1,322,402 ※１  1,160,332

営業利益又は営業損失（△） 247,528 △311,269

営業外収益   

 受取利息 368 20

 受取配当金 16,600 13,912

 為替差益 - 12,273

 持分法による投資利益 9,190 -

 その他 20,831 31,608

 営業外収益合計 46,989 57,815

営業外費用   

 支払利息 27,448 35,844

 為替差損 27,011 -

 支払手数料 1,505 21,986

 その他 1,422 9,322

 営業外費用合計 57,386 67,153

経常利益又は経常損失（△） 237,132 △320,607

特別利益   

 固定資産売却益 278 635

 特別利益合計 278 635

特別損失   

 固定資産除却損 2,375 3

 投資有価証券評価損 6,529 -

 特別損失合計 8,905 3

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

228,504 △319,975

法人税、住民税及び事業税 80,448 19,928

法人税等調整額 △1,391 157,688

法人税等合計 79,056 177,616

四半期純利益又は四半期純損失（△） 149,448 △497,592

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

149,448 △497,592
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 149,448 △497,592

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △45,055 87,560

 為替換算調整勘定 △24,958 △7,206

 退職給付に係る調整額 2,712 9,770

 持分法適用会社に対する持分相当額 △5,911 △6,775

 その他の包括利益合計 △73,213 83,350

四半期包括利益 76,234 △414,242

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 76,234 △414,242

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

228,504 △319,975

 減価償却費 454,567 499,132

 投資有価証券評価損益（△は益） 6,529 -

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,010 △2,482

 受取利息及び受取配当金 △16,968 △13,932

 支払利息 27,448 35,844

 為替差損益（△は益） 821 △166

 持分法による投資損益（△は益） △9,190 6,097

 固定資産売却損益（△は益） △278 △635

 固定資産除却損 2,375 3

 売上債権の増減額（△は増加） 104,724 647,009

 たな卸資産の増減額（△は増加） △196,176 80,560

 仕入債務の増減額（△は減少） △351,991 △374,080

 その他 65,662 △22,753

 小計 312,019 534,621

 利息及び配当金の受取額 14,414 11,792

 利息の支払額 △27,764 △36,060

 法人税等の還付額 38,076 16,126

 法人税等の支払額 △51,521 △23,073

 営業活動によるキャッシュ・フロー 285,225 503,406

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △880,496 △719,671

 有形固定資産の売却による収入 556 1,496

 無形固定資産の取得による支出 △23,292 △53,724

 投資有価証券の取得による支出 △2,478 △2,484

 その他 △6,524 △6,615

 投資活動によるキャッシュ・フロー △912,235 △780,998

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 400,000 2,400,000

 短期借入金の返済による支出 △300,000 △1,900,000

 長期借入れによる収入 1,150,000 950,000

 長期借入金の返済による支出 △879,376 △872,537

 自己株式の取得による支出 △270 △344

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △44,897 △74,772

 配当金の支払額 △103,506 △44,461

 財務活動によるキャッシュ・フロー 221,949 457,884

現金及び現金同等物に係る換算差額 △7,856 547

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △412,916 180,839

現金及び現金同等物の期首残高 1,686,474 1,258,287

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  1,273,557 ※１  1,439,127
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。ただし、この計算で合理性を欠く場合には、税引前四半期純利益を調整

のうえ、法定実効税率を用いて税金費用を計算しております。
 

 

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて）

前連結会計年度の有価証券報告書の(追加情報)に記載した新型コロナウイルス感染症の収束時期等を含む仮定に

ついて直近の状況を踏まえて検討した結果、以下の通りに仮定を変更し、会計上の見積りを行いました。

新型コロナウイルス感染症の影響については年度末までに一定程度回復し、その後も回復基調を想定しているも

のの、2021年３月期業績への影響が当初の想定より大きかったことから、影響は2022年３月期以降も継続するもの

と仮定しております。新たな仮定に基づき繰延税金資産の回収可能性や固定資産の減損の要否を慎重に検討した結

果、繰延税金資産を151百万円取り崩し、法人税等調整額に計上しました。なお固定資産の減損会計については重要

な変更はありませんでした。

 

(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

給与手当及び賞与 315,440 千円 312,910 千円

減価償却費 12,361 千円 12,004 千円

賞与引当金繰入額 45,350 千円 49,706 千円

退職給付費用 21,270 千円 24,452 千円

支払手数料 115,281 千円 93,146 千円

広告宣伝費 76,627 千円 21,147 千円

研究開発費 120,701 千円 120,510 千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

現金及び預金 1,273,557千円 1,439,127千円

現金及び現金同等物 1,273,557千円 1,439,127千円
 

　

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月25日
定時株主総会

普通株式 104,038 35.00 2019年３月31日 2019年６月26日 利益剰余金
 

　（注）１株当たり配当額には、記念配当５円が含まれております。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 44,584 15.00 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年９月30日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社及び連結子会社の事業は、主として超硬合金・工具の製造及び製品等の販売を営んでいるものであり、報告

セグメントとしては当該事業のみを対象とし単一であるため、セグメント情報の記載を省略しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社及び連結子会社の事業は、主として超硬合金・工具の製造及び製品等の販売を営んでいるものであり、報告

セグメントとしては当該事業のみを対象とし単一であるため、セグメント情報の記載を省略しております。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益又は
　　１株当たり四半期純損失(△)

50円28銭 △167円42銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益又は
　　親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

149,448 △497,592

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
　　又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

149,448 △497,592

    普通株式の期中平均株式数(株) 2,972,446 2,972,183
 

(注) 前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 
２ 【その他】

第95期(2020年４月１日から2021年３月31日まで)中間配当については、2020年11月６日開催の取締役会において、

これを行わない旨を決議いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2020年11月12日

ダイジェット工業株式会社

取締役会  御中

 

清友監査法人

　大阪事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 矢   本   博   三 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 和   田   　   司 印

 

 

 

 監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイジェット工

業株式会社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から

2020年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイジェット工業株式会社及び連結子会社の2020年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

 監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告

書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表

の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められ

ている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ

り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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